
令和元事業年度 

財  務  諸  表 

独立行政法人環境再生保全機構 

（環境保全研究・技術開発勘定） 
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（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 355,355,774
未収金 28,794
前払費用 139,662
賞与引当金見返（注） 13,060,122

　流動資産合計 368,584,352
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 15,990,528
減価償却累計額 △ 3,724,267 12,266,261

工具器具備品 48,107,009
減価償却累計額 △ 7,478,612 40,628,397

　有形固定資産合計 52,894,658
　２　無形固定資産

ソフトウェア 68,538,153
ソフトウェア仮勘定 45,536,000

　無形固定資産合計 114,074,153
　３　投資その他の資産

敷金保証金 27,424,131
退職給付引当金見返（注） 15,400,855

　投資その他の資産合計 42,824,986
　固定資産合計 209,793,797

　　　　　　資産合計 578,378,149
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 230,219,987
未払金 60,244,317
未払費用 1,768,694
リース債務 9,926,986
預り金 820,684
引当金

賞与引当金 13,060,122 13,060,122
　流動負債合計 316,040,790

Ⅱ　固定負債
資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 109,805,783
ｿﾌﾄｳｪｱ仮勘定見返運営費交付金（注） 45,536,000 155,341,783

     引当金
退職給付引当金 15,400,855 15,400,855

長期リース債務 33,172,629
　固定負債合計 203,915,267

　　　　　　負債合計 519,956,057
（純資産の部）
Ⅰ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 37,236,782
当期未処分利益 21,185,310
（うち当期総利益） (21,185,310)

　利益剰余金合計 58,422,092
　　　　　　純資産合計 58,422,092
　　　　　　負債純資産合計 578,378,149
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

貸借対照表
（令和２年３月３１日）

科　目 金　額
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行政コスト計算書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

環境保全研究・技術開発業務費 5,355,320,289

受託業務費 277,340

一般管理費 105,477,971

財務費用 164,897

臨時損失 25,910,525

　　業務費用合計損益計算書上の費用合計 5,487,151,022

Ⅱ　その他行政コスト

その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト 5,487,151,022

科　目 金　額
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（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

経常費用
環境保全研究・技術開発業務費

環境保全研究・技術開発調査研究費 4,531,226,337
環境保全研究・技術開発助成金 99,862,280
役職員人件費 100,416,152
雑給 33,134,125
賞与引当金繰入 7,291,266
退職給付費用 8,678,948
業務委託費 53,283,439
賃借料 26,489,376
減価償却費 18,316,759
その他業務費 476,621,607 5,355,320,289

受託業務費
雑給 190,082
その他受託業務費 87,258 277,340

一般管理費
役職員人件費 51,591,606
雑給 4,507,939
賞与引当金繰入 5,768,856
退職給付費用 3,265,955
業務委託費 9,382,672
賃借料 9,914,997
減価償却費 4,180,099
その他一般管理費 16,865,847 105,477,971

財務費用
支払利息 164,897 164,897

　経常費用合計 5,461,240,497
経常収益

運営費交付金収益（注） 5,438,914,725
政府受託収入 277,340
資産見返運営費交付金戻入（注） 18,579,134
賞与引当金見返に係る収益（注） 13,060,122
退職給付引当金見返に係る収益（注） 11,594,486 5,482,425,807

　経常収益合計 5,482,425,807
　経常利益 21,185,310
臨時損失

賞与引当金繰入 17,261,162
退職給付費用 8,649,363

　臨時損失合計 25,910,525
臨時利益

賞与引当金見返に係る収益（注） 17,261,162
退職給付引当金見返に係る収益（注） 8,649,363

　臨時利益合計 25,910,525
　当期純利益 21,185,310
　当期総利益 21,185,310
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

　損益計算書

科　目 金　額
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(単位：円）

うち当期
総利益

― 23,357,463 72,515,590 72,515,590 95,873,053 95,873,053

Ⅰ　利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　　前中期目標期間からの繰越し 37,236,782 △ 37,236,782 ― ― ― ― 

　　　利益処分による積立 ― 72,515,590 △ 72,515,590 △ 72,515,590 ― ― 

　　　国庫納付金の納付 ― △ 58,636,271 ― ― △ 58,636,271 △ 58,636,271

（２）その他

　　　当期純利益 ― ― 21,185,310 21,185,310 21,185,310 21,185,310

37,236,782 △ 23,357,463 △ 51,330,280 △ 51,330,280 △ 37,450,961 △ 37,450,961

37,236,782 ― 21,185,310 21,185,310 58,422,092 58,422,092

純資産変動計算書
（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定）

区　　　分

Ⅰ　利益剰余金

純資産
合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

前中期目標期間
繰越積立金

積立金
当期未処分

利益
利益剰余金

合計
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キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

環境保全研究・技術開発支出 △ 5,041,256,958

役職員人件費支出 △ 175,377,976

その他の業務支出 △ 251,719,639

政府受託収入 284,320

運営費交付金収入（注） 5,747,381,000

その他の業務収入 15,116,345

小計 294,427,092

利息の支払額 △ 164,897

国庫納付金の支払額 △ 58,636,271

　業務活動によるキャッシュ・フロー 235,625,924

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 106,132

無形固定資産の取得による支出 △ 71,067,332

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 71,173,464

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の財務支出 △ 4,228,638

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,228,638

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） 160,223,822

Ⅴ  資金期首残高 195,131,952

Ⅵ　資金期末残高 355,355,774

（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目であります。

科　目
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利益の処分に関する書類

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 21,185,310

当期総利益 21,185,310

Ⅱ　利益処分額 21,185,310

積立金 21,185,310

科　目 金　額

（令和２年３月３１日）
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（環境保全研究・技術開発勘定）              

注記事項 

〔重要な会計方針〕 

当事業年度より、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成

30 年 9 月 3 日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関

する Q＆A」（平成 31 年 3 月最終改訂）（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用

して、財務諸表等を作成しております。 

１.運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。

なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活

動については期間進行基準を採用しております。

２.減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。          

建物附属設備         8～15年 

工具器具備品         2～15年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（5年）に基づいております。 

(3)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

３.賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされるこ

とから、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

４.退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

(1)退職一時金 

役員及び職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。なお、運営費交付金により財源措置がな

されることから、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しておりま

す。 
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(2)企業年金基金から支給される年金給付 

役員及び職員の退職給付に備えるため、経済産業関係法人企業年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

過去勤務費用は、発生年度において一括処理しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされることから、退職給付引当金と同額を

退職給付引当金見返として計上しております。 

５.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

〔会計方針の変更〕 

１.賞与引当金 

  役員及び職員への賞与については、運営費交付金により財源措置がなされることから、

前事業年度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準等の改訂

により、当事業年度より、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を賞与

引当金として計上するとともに、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上してお

ります。 

  これらが経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。 

２.退職給付引当金 

  退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされることから、前事業年

度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独立行政法人会計基準等の改訂により、

当事業年度より、当事業年度末における退職給付債務を退職給付引当金として計上する

とともに、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

  経済産業関係法人企業年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金に

より経済産業関係法人企業年金基金への掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措

置がなされることから、前事業年度まで引当金を計上しておりませんでしたが、独立行

政法人会計基準等の改訂により、当事業年度より、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき退職給付引当金を計上するとともに、退職給付引当金と

同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

  これらが経常利益及び当期純利益に与える影響はありません。 
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〔貸借対照表に関する事項〕 

１.金融商品関係 

(1)金融商品の状況に関する事項 

業務の支払いに要する資金として現金及び預金を保有しており、余剰資金の運用は

行っておりません。 

  (2)金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、

次表には含めておりません（（注 2）参照）。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預金 355,355,774 355,355,774 ― 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

現金及び預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

 （注 2）敷金保証金（貸借対照表計上額 27,424,131 円）は、市場価格がなく、かつ返還

時期の見積りができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表

には含めておりません。 

２.退職給付関係 

(1)採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度を採用しております。 

積立型の確定給付企業年金及び確定拠出企業年金は、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、「独立行政法人環境再生保全機構

役員退職手当規程」と「独立行政法人環境再生保全機構職員退職手当規程」に基づい

た一時金を支給し、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しておりま

す。 

(2)確定給付制度 

  ①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く） 

                                  （単位：円） 

a.期首における退職給付債務 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 3,208,049

c.勤務費用   1,605,418

d.利息費用 6,417

e.数理計算上の差異の当期発生額  △ 32,528

-10-



f.退職給付の支払額 △ 109,587

g.過去勤務費用の当期発生額 ―

h.制度加入者からの拠出額 460,865

i.期末における退職給付債務（a～h） 5,138,634

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円）        

a.期首における年金資産 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 2,634,206

c.期待運用収益 91,828

d.数理計算上の差異の当期発生額 △ 2,036,964

e.事業主からの拠出額 3,075,552

f.退職給付の支払額 △ 109,587

g.制度加入者からの拠出額 460,865

h.期末における年金資産額（a～g） 4,115,900

③簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における退職給付引当金 ―

b.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 11,016,884

c.退職給付費用 9,395,550

d.退職給付の支払額 △ 1,767,442

e.期末における退職給付引当金（a～d） 18,644,992

④退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 

（単位：円） 

a.積立型制度の退職給付債務 5,138,634

b.年金資産  △ 4,115,900

c.積立型制度の未積立退職給付債務（a+b） 1,022,734

d.非積立型制度の未積立退職給付債務 18,644,992

e.小計（c+d） 19,667,726

f.未認識数理計算上の差異 △ 4,266,871

g.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（e+f） 15,400,855

h.退職給付引当金（g） 15,400,855

i.前払年金費用 ―

j.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（g） 15,400,855
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  ⑤退職給付に関する損益 

（単位：円）  

a.勤務費用 1,605,418

b.利息費用 6,417

c.期待運用収益 △ 91,828

d.数理計算上の差異の当期費用処理額 678,929

e.過去勤務費用の当期費用処理額 ―

f.簡便法で計算した退職給付費用 9,395,550

g.独立行政法人会計基準等の改訂に伴う繰入 8,649,363

h.合計（a～g） 20,243,849

⑥年金資産の主な内訳 

年金資産に対する主な分類ごとの比率は次の通りです。 

a.債券 39％

b.株式 33％

c.保険資産（一般勘定） 20％

d.その他 8％

e.合計（a～d） 100％

⑦長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在の年金資産の配分と過去の運

用実績を考慮しております。 

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

a.割引率 0.2％

b.長期期待運用収益率 3.486％

（3）確定拠出制度 

当法人の確定拠出制度への拠出額は、350,417 円です。 
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〔行政コスト計算書に関する事項〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

 行政コスト                5,487,151,022 円 

 自己収入等                    △ 277,340 円  

 機会費用                   1,200,871 円 

 独立行政法人の業務運営に関して 

 国民の負担に帰せられるコスト        5,488,074,553 円 

なお、行政コストに含まれる臨時損失のうち、17,261,162 円は独立行政法人会計基準

等の改訂に伴う賞与引当金繰入、8,649,363 円は独立行政法人会計基準等の改訂に伴う

退職給付費用であり、平成 30 事業年度以前の発生分であります。 

 ２．機会費用の計上方法 

 （１）国からの出向者から生ずる機会費用の計算方法 

     当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人で

の勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参

考に計算しております。 

〔損益計算書に関する事項〕 

 臨時損失に計上した賞与引当金繰入 17,261,162 円及び退職給付費用 8,649,363 円は、

平成 30 事業年度以前の発生分であります。 

臨時利益に計上した賞与引当金見返に係る収益 17,261,162 円及び退職給付引当金見返

に係る収益 8,649,363 円は、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い期首に計上した収益で

あります。 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金     355,355,774 円 

資金期末残高                                  355,355,774 円 

〔重要な債務負担行為〕 

該当事項はありません。 

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 
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（環境保全研究・技術開発勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

２．引当金の明細 （単位：円）

３．退職給付引当金の明細 （単位：円）

４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（注）ソフトウェア仮勘定見返運営費交付金45,536,000円を含んでおります。

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

摘　　要

制度加入者からの拠出額 ― 460,865 460,865 ― 

年金資産 ― 4,225,487 109,587 4,115,900

18,644,992

退職給付債務合計額 ― 25,660,655 1,877,029

退職一時金に係る債務 ― 20,412,434 1,767,442

期首残高

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異 ― 4,945,800

56,142,132 ― 

区分

― 5,747,381,000

期末残高

環境保全研究・技術開発業務
人件費：100,808,975、環境保全研究・技術開発業務費：
5,164,026,209、管理諸費：21,959,733

運営費交付金の主な使途

5,306,763,320

運営費交付金収益

5,286,794,917

期首残高 当期交付額

132,151,405期間進行基準による振替額

　　合計

678,929

5,438,914,725

退職給付引当金

230,219,987

資本剰余金 小計

引当金見返
との相殺

― 

24,920,240

8,929,712

24,920,240

― 

15,990,528

48,107,009

計

― 45,536,000

資産の種類

有形固定資産
（減価償却費）

建物附属設備

期首残高

無形固定資産
（減価償却費）

有形固定資産
合計

工具器具備品

計

ソフトウェア仮勘定

計

計

ソフトウェア

計

建物附属設備

工具器具備品

76,226,555

76,226,555

8,929,712

15,990,528

39,177,297

― 

― 

76,226,555

― 

非償却資産
45,536,000

39,177,297

退職給付引当金見返

76,226,555 56,036,000

― 

― 

4,842,994

― 

― 

無形固定資産
合計

27,424,131

主な使途

人件費：51,787,047、管理諸費：79,147,451

― 

10,500,000

45,536,000

42,824,986 ― 

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

計

― 

投資その他の
資産

27,424,131

― 

業務達成基準による振替額

5,438,914,725

企業年金基金に係る債務 ― 5,248,221

― 16,028,503 627,648

109,587 5,138,634

区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要
目的使用

130,934,498

― 30,321,284 17,261,162 ― 

4,266,871

5,495,056,857

当　　期　　振　　替　　額

運営費交付金収益
資産見返

運営費交付金（注）

その他

賞与引当金

区　　　分

23,783,626

15,400,855

当期増加額 当期減少額 期末残高

13,060,122

計 ― 30,321,284 17,261,162 ― 13,060,122

当期増加額

39,177,297

― 

86,726,555

4,842,994 ― 

86,726,555

― 

20,243,849

20,243,849

27,424,131敷金保証金

10,500,000

45,536,000

― 

18,188,402

― 

39,177,297

12,266,261

40,628,397

52,894,658

68,538,153

68,538,153

52,894,658

16,820,310

減価償却累計額

当期償却額

3,724,267

7,478,612

11,202,879

3,724,267

7,478,612

18,188,402

当期減損額

― 

11,202,879 5,676,548

18,188,402

― 

― 

18,188,402

― 

― 

10,500,000

― 

12,266,261

当期減少額

15,990,528

48,107,009

期末残高

4,553,673

― 

― 

― 

86,726,555

64,097,537

15,990,528

差引当期末
残高

40,628,397

16,820,310

1,122,875

4,553,673

5,676,548

1,122,875

45,536,000

45,536,000

68,538,153

45,536,000

42,824,986

― 

― 

114,074,153

64,097,537

27,424,131

15,400,855

16,820,310

15,400,855

― 

132,262,555

― 

― 

45,536,000

45,536,000

摘 要

16,820,310

減損損失累計額

5,417,729,415

22,104,156

費用
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② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

（３）引当金見返との相殺額の明細

（４）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

５．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）

（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（45人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属明細書における

    報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

６．上記以外の主な資産及び負債の明細

     現金及び預金 （単位：円）

合計

主な相殺額の内訳

引当金見返との相殺

相殺額

56,142,132

セグメント
資産見返運営費交付金への振替

50  

( 1 )

使用見込み

セグメント

賞与引当金見返：5,684,339
退職給付引当金見返：1,480,124

( 325 )

配分留保額

　計

期間進行基準を採用した業務にかかる分

費用進行基準を採用した業務にかかる分

(―) 
役　　員

支給人員

(―) 

支　給　額

(―) 

579 2

支　給　額

8,866  

―

主な使途

56,036,000

資本剰余金への振替

環境保全研究・技術開発業務 ― 

業務用工具器具備品：106,132

― 

業務用ソフトウェア：56,036,000

30,219,987

共通

主な使途

― 106,132

振替額

〇翌事業年度における環境保全研究・技術開発業務の研究費の一部として使用し、収益化する予定である。

環境保全研究・技術開発業務 14,939,693
賞与引当金見返：11,576,823
退職給付引当金見返：3,362,870

共通 7,164,463

22,104,156

振替額

運営費交付金債務残高

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。
　環境保全研究・技術開発業務は、研究費等の繰越に伴い、翌期以降30,219,987収益化予定。

業務達成基準を採用した業務にかかる分

計 355,355,774

普通預金 355,355,774

区　　分 金　　額 摘　　要

○翌事業年度への繰越額はない。―

○翌事業年度への繰越額はない。

200,000,000

230,219,987

(―) 

138,014  

1,920

(―) 

55  

(―) 

6
合　　計

( 325 )

146,880  

(―) 

1,341 4

合計

報酬又は給与 退職手当
区　　分

支給人員

( 1 )

5  

(―) 

職　　員
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